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【磐田市委託事業】 

4 教室設置 各教室にコーディネーターを配置 

日本語講師 2３人 日本語ボランティア 2３人 

 

「対話活動のための日本語ボランティア養成講座」 

日本語ボランティア養成講座 

日本語教育事業 

【文化庁委託事業】 

外国人児童の学習支援 
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世界の文化体験 
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事業実施概要 

事業名称 磐田日本語教育事業 

地域の課題 

多国籍で多様な外国人が在住しているのが地域の特徴。彼らにとって魅力ある活動にし

ていくため、また地域との連携を強化するために、活動の改善と対話活動をコーディネ

ートできる指導者の育成、日本語教室に関わる人材の増員及び対話のスキル向上が課題。 

事業の目的 

地域社会と連携し、地域に定住している多様な外国人が日常生活を営む上で必要となる

日本語能力を習得できるよう、対話型活動を取り入れた日本語教室を実施したり、日本

語教育に携わる人材を育成するなど、磐田の日本語教育の拠点として、地域日本語教育

を推進することを目的とする。 

事業の概要 

日本語教育の実施 

名称：地域密着型日本語教室（豊田、西貝、竜洋、ワークピア） 

目的：日本語活動を通して、自立した社会生活、健康かつ安全で、文化的な生活ができ

るようになること。地域コミュニティの一員としての自覚を持つようにすること 

対象：日本語を母語としない地域住民 

人数：４教室合計３６０人（主な出身・国籍：ブラジル、中国、フィリピン、ベトナム） 

時間：週１回×２時間（４教室合計 全１４０回） 

内容：行動・体験を取り入れた対話中心の活動。 

日本語教育を行う人材の養成・研修の実施 

名称：日本語ボランティア養成講座 日本語教室で多文化を楽しもう！ 

―人と繋がる日本語教室をめざして― 

目的：日本語教育に携わる人材の裾野を広げる。指導者のファシリテーター力の向上 

対象：日本語ボランティアの活動に関心のある人 

時間：週１回×３時間（全１０回） 

人数：２９人（出身・国籍：日本） 

内容：「多文化共生をめざす地域における日本語教室」、「日本語ボランティアについて」

「地域日本語教室での日本語能力評価」、対話活動の体験・実習 

日本語教育のための学習教材の作成 

名称：磐田地域日本語教室対話活動のための教材 にほんごでおしゃべりしよう！Part2

行動体験の活動のための教材 街に出よう！人と出会おう！ 

目的：「行動体験中心の活動」を行うために、指導者の参考になる教材を作成する 

対象：指導者，補助者 

構成：行動体験活動の流れ，教材の使い方，行動体験活動の提示と事例紹介，参考資料 

成果と課題 

対話活動に行動体験を中心とした活動を多く取り入れたことで、地域社会との連携づく

りの基礎を作ることができ、地域との連携を強化していくという方向性が明確になった。 

外国人市民の６割を占めるブラジル人の日本語教室への継続的な参加が課題。 

発表者から 

一言 

対話活動を取り入れてから、日本語教室がどのように成長してきたかについてお話しま

す。２年連続で作成した対話活動のための教材を見本にご用意しましたので、手に取っ

てご覧ください。今後の展開につながるワクワク感を皆さまと共有できたら幸いです。 

 


